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＜新旧対照表＞ 

改定前 改定後 

P1 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P3 

（新規） 

 

 

 

 

 

P4 

（新規） 

 

 

 

本手引きの改定にあたり設置した「令和 3 年

度高齢者施設等の避難確保に関する検討会

（フォローアップ会議）」の構成は、以下のと

おりです。なお、本手引きの改定内容につい

ては、学校や病院を所管する文部科学省や厚

生労働省医政局にも照会し編集しています。 

＜委員＞（五十音順、敬称略） 

井上 由起子 日本社会事業大学 専門職大学院 

教授 

五代

い よ

儀

ぎ

 幸司 岡山県知的障害者福祉協会 会長 

内田 太郎 筑波大学生命環境系 准教授 

P1 

緊急安全確保 災害が発生・切迫し、立退

き避難を安全にできない可

能性がある状況になった場

合に、立退き避難から行動

を変容し、命の危険から身

の安全を可能な限り確保す

るため、その時点でいるよ

りも相対的に安全である場

所へ直ちに移動等するこ

と。 

 

P3 

また、令和 7年 12月に気象業務法及び水防法

の一部が改正され、令和 8 年 5月 29 日から新

たな防災気象情報の名称や情報体系が運用さ

れることから、これらに対応するため令和 8

年 5 月に改定しました。 

 

P4 

令和 8年 5月「避難確保計画の作成・活用の

手引き」の改定 ※令和 8 年の新たな防災気

象情報の運用に対応 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
＜新旧対照表＞ 

鍵屋

か ぎ や

 一 跡見学園女子大学 観光コミュニティ

学部 教授 【座長】 

川口 淳 三重大学大学院 工学研究科 准教授 

川﨑 鉄男 全国身体障害者施設協議会 副会

長 

小林 健一郎 神戸大学 都市安全研究センター 

准教授 

阪本 真由美 兵庫県立大学大学院 減災復興政

策研究科 教授 

佐々木 重光 岩手県岩泉町 危機管理監 

種

たね

岡

おか

 養一 公益社団法人 全国老人福祉施設協

議会 災害対策委員会委員長 

林 孝標 長野県建設部 参事兼砂防課長 

＜行政委員＞ 

矢崎 剛吉 内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（調査・企画担当） 

重永 将志 内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（避難生活担当） 

荒竹 宏之 消防庁国民保護・防災部防災課長 

津曲

つまがり

 共和 厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部障害福祉課長 

＜事務局＞ 国土交通省 水管理・国土保全局 

河川環境課、砂防計画課 

厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

 

P18 

出典：内閣府（防災担当）  難情報に関する

ガイドライン（令和 3年 5 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P17 

出典：内閣府（防災担当） 避難情報に関す

るガイドライン（令和 8年 3 月） 
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P19 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P18 

 

 

P19 

【時系列情報（明日までの警報等の見通し）】 

令和 8年度より、気象庁から「時系列情報

（明日までの警報等の見通し）」が提供されま

す。これは、土砂災害、高潮については警戒

レベル相当情報の発表が予測される時間帯

を、それ以外の現象（大雨や暴風等）につい

ては警報等の基準を超過すると予想される時

間帯を、それぞれ市町村ごとに明日まで３時

間単位で提示し、１日 4回（05 時、11時、17

時、23 時）情報更新します。気象庁ホームペ

ージでは常時表示する予定です。なお、今後

の見通しが大きく変わった場合などには、必

要に応じて臨時に修正情報を発表します。 

 

図 9 時系列情報の活用イメージ（出典：気

象庁ホームページ） 
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P20 

【警戒レベル 2】 

大雨・洪水・高潮注

意報（気象庁が発

表） 

●発表される状況：

気象状況悪化 

●居住者等がとるべ

き行動：自らの避難

行動を確認 

・ハザードマップ等

により自宅・施設等

の災害リスク、指定

緊急避難場所や避難

経路、避難のタイミ

ング等を再確認する

とともに、避難情報

の把握手段を再確

認・注意するなど、

避難に備え自らの避

難行動を確認。 

出典：内閣府（防災担当）  難情報に関する

ガイドライン（令和 3年 5 月） 

 

気象状況が悪化してくると、気象庁や国土

交通省、都道府県から、大雨注意報、洪水注

意報、氾濫注意情報、高潮注意報（警報に切

り替える可能性に言及されていないもの）、危

険度分布（キキクル）「黄色」が発表されま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P20 

【警戒レベル２】 

レベル２大雨・土砂

災害・氾濫・高潮注

意報（気象庁が単独

発表又は気象庁と国

土交通省等が共同発

表） 

●発表される状況：

気象状況悪化 

●居住者等がとるべ

き行動：自らの避難

行動を確認 

・ハザードマップ等

により自宅・施設等

の災害リスク、指定

緊急避難場所や避難

経路、避難のタイミ

ング等を再確認する

とともに、避難情報

の把握手段を再確

認・注意するなど、

避難に備え自らの避

難行動を確認。 

出典：内閣府（防災担当） 避難情報に関す

るガイドライン（令和 8年 3 月） 

 

気象状況が悪化してくると、気象庁や国土

交通省、都道府県から、レベル２大雨注意

報、レベル２土砂災害注意報、レベル２氾濫

注意報、レベル２氾濫注意情報、レベル２高

潮注意報、キキクル「黄色」、水害リスクライ

ン「黄色」の防災気象情報が発表されます。 
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P21 

表４ 気象庁等が発表する警戒レベル 2、警

戒レベル 2 相当の情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P22 

出典：内閣府（防災担当）  難情報に関する

ガイドライン（令和 3年 5 月） 

 

P22 

災害が発生するおそれがある場合には、気象

庁や国土交通省、都道府県から、大雨警報、

大雨警報（土砂災害）、氾濫警戒情報、洪水警

報、高潮注意報（高潮警報に切り替える可能

性に言及する注意報）、危険度分布（キキク

ル）「赤色」の防災気象情報が発表されます。 

 

 

 

 

 

 

P21 

表４ 気象庁等が発表する警戒レベル２、警

戒レベル２相当の情報 

※市町村（東京特別区は区）を原則とします

が、一部市町村を分割して設定している場合

があります 

 

 

P22 

出典：内閣府（防災担当） 避難情報に関す

るガイドライン（令和 8年 3 月） 

 

P22 

災害が発生するおそれがある場合には、気象

庁や国土交通省、都道府県から、レベル３大

雨警報、レベル３土砂災害警報、レベル３氾

濫警報、レベル３氾濫警戒情報、レベル３高

潮警報、キキクル「赤色」、水害リスクライン

「赤色」の防災気象情報が発表されます。 
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P23 

表 5 市町村や気象庁等が発表する警戒レベル

3、警戒レベル 3 相当の情報の種別と内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P24 

出典：内閣府（防災担当）  難情報に関する

ガイドライン（令和 3年 5 月） 

 

災害が発生するおそれが高くなると、気象

庁や国土交通省、都道府県から、氾濫危険情

報、土砂災害警戒情報、高潮特別警報・高潮

警報、危険度分布（キキクル）「薄い紫」「濃

い紫」の防災気象情報が発表されます。 

 

 

 

 

 

 

 

P23 

表 5 市町村や気象庁等が発表する警戒レベ

ル３、警戒レベル３ 相当の情報の種別と内容 

 

※市町村（東京特別区は区）を原則とします

が、一部市町村を分割して設定している場合

があります。 

 

P24 

出典：内閣府（防災担当） 避難情報に関す

るガイドライン（令和 8年 3 月） 

 

災害が発生するおそれが高くなると、気象

庁や国土交通省、都道府県から、レベル４大

雨危険警報、レベル４土砂災害危険警報、レ

ベル４氾濫危険警報、レベル４氾濫危険情

報、レベル４高潮危険警報、キキクル「紫

色」、水害リスクライン「紫色」、内水氾濫危

険情報の防災気象情報が発表されます。 
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P24 

表 6 市町村や気象庁等が発表する警戒レベル 

4、警戒レベル 4 相当の情報種別と内容 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P25 

表 6 市町村や気象庁等が発表する警戒レベ

ル４、警戒レベル４相当の情報種別と内容 

 

※市町村（東京特別区は区）を原則とします

が、一部市町村を分割して設定している場合

があります。 

 

P26 

【警戒レベル５の避難情報等と居住者等がと

るべき行動】 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

（市町村長が発令） 

●発令される状況：

災害発生又は切迫

（必ず発令される情

報ではない） 

●居住者等がとるべ

き行動：命の危険 

直ちに安全確保！ 

・指定緊急避難場所

等への立退き避難す

ることがかえって危

険である場合、緊急
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安全確保する。ただ

し、災害発生・切迫

の状況で、本行動を

安全にとることがで

きるとは限らず、ま

た本行動をとったと

しても身の安全を確

保できるとは限らな

い。 

出典：内閣府（防災担当） 避難情報に関す

るガイドライン（令和 8年 3 月） 

 

災害が発生又は切迫したとき、気象庁や国

土交通省、都道府県から、レベル５大雨特別

警報、レベル５土砂災害特別警報、レベル５

氾濫特別警報、レベル５氾濫発生情報、レベ

ル５高潮特別警報、レベル５高潮氾濫発生情

報、キキクル「黒色」、水害リスクライン「黒

色」の防災気象情報が発表されます。 

こうした防災気象情報を参考にして、市町

村からは「警戒レベル５緊急安全確保」の避

難情報が発令されます。 

この段階では、命の危険があることから直

ちに安全を確保する必要があります。施設利

用者は、市町村から「警戒レベル３高齢者等

避難」が発令される段階で避難を開始し、施

設職員等も含め、「警戒レベル 4避難指示」の

段階までに危険な場所から避難を完了してお

くことが必要ですが、急激に災害が切迫する

ことにより、避難確保計画に定めた場所への

避難を安全にできないような、過酷な事象に

遭遇することも想定しておく必要がありま

す。 
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（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P27 

表 7 市町村や気象庁等が発表する警戒レベ

ル 5、警戒レベル 5 相当の情報種別と内容 

 

P28 

 

※市町村（東京特別区は区）を原則とします

が、一部市町村を分割して設定している場合

があります。 
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P25 

表 7 事前休業の実施基準の例 

 

 

P26 

表 8 防災体制確立時の組織構成と役割分担の

例 

 

 

P27 

入手方法としては、テレビやラジオ、行政

機関のウェブサイト、市町村のメール通知サ

ービス、Twitter 等の SNS 等による方法が考

えられます。情報の収集にあたっては、発信

元の信頼性についても留意が必要です。停電

時には、テレビによる情報収集ができない可

能性があります。その際、ラジオや携帯端末

により情報収集することになるため、乾電池

やバッテリー等の備蓄も考えておきましょ

う。 

 

 

 

 

 

 

P29 

表 8 事前休業の実施基準の例 

 

 

P30 

表 9 防災体制確立時の組織構成と役割分担

の例 

 

 

P31 

入手方法として、テレビやラジオ、行政機

関のウェブサイト、市町村のメール通知サー

ビス、X（旧ツイッター）等の SNS 等による方

法が考えられますが、確実な情報収集のた

め、複数の入手方法を準備しましょう。情報

の収集にあたっては、発信元の信頼性につい

ても留意が必要です。停電時には、テレビに

よる情報収集ができない可能性があります。

その際、ラジオや携帯端末により情報収集す

ることになるため、乾電池やバッテリー等の

備蓄も考えておきましょう。 
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P28 

表 9 収集すべき主な情報とそのタイミン

グ、入手先 

 

 

P30 

図 10 避難先選定の考え方 

 

P31 

表 10 屋内安全確保を選択する場合の留意点 

 

P31 

立退き避難先の選定にあたっては、例えば、

土砂災害の発生が起きる前に避難先に移動す

る時間が確保できるかを確認する必要があり

ます。市町村が発令する「警戒レベル 3高齢

者等避難」や気象庁が発表する「大雨警報

（土砂災害）」、都道府県と気象庁が共同で発

表する「土砂災害警戒情報」に加え、場合に

よっては、気象庁が提供している「土砂キキ

クル（危険度分布）」や都道府県の砂防部局が

P32 

表 10 収集すべき主な情報、入手先 

 

 

 

 

 

 

 

 

P34 

図 11 避難先選定の考え方 

 

P35 

表 11 屋内安全確保を選択する場合の留意点 

 

P35 

立退き避難先の選定にあたっては、例えば、

土砂災害の発生が起きる前に避難先に移動す

る時間が確保できるかを確認する必要があり

ます。市町村が発令する「警戒レベル３高齢

者等避難」や気象庁が発表する「レベル３土

砂災害警報」に加え、場合によっては、気象

庁が提供している「土砂キキクル」や都道府

県の砂防部局が提供している土砂災害危険度

情報等も判断材料として、災害発生前に避難
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提供している土砂災害警戒情報の補足情報も

判断材料として、災害発生前に避難すること

が可能な避難先を選定しなければなりませ

ん。 

 

P32 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P32 

図には、大雨時に危険となるがけの下や浸

水のおそれのある場所など、移動が困難にな

る場所や移動にあたって注意すべき箇所を明

示すると良いでしょう。ハザードマップ等に

は、避難経路となる道路のほか、浸水常襲箇

所や土砂災害の危険箇所等が記載されている

場合があります。こうした情報を参考にする

することが可能な避難先を選定しなければな

りません。 

 

 

 

P36 

なお、各地域によって、予想される災害形態

や土砂災害のおそれがある区域の範囲など状

況は様々であり、例えば土砂災害警戒区域の

区域外に適切な指定緊急避難場所がない場合

には、民間施設等を活用することや市町村境

界を超えた指定を行うことは有効です。それ

でもなお、土砂災害警戒区域の区域外に指定

緊急避難場所等を確保することが困難である

場合には、最寄りの鉄筋コンクリート造のマ

ンションやビルなどの堅牢な建物を避難場所

として土砂災害警戒区域の区域内に確保する

ことも考えられます。ただ、現時点では堅牢

な建物の被災階数などの条件を明示するだけ

の科学的知見が十分とは言い難い（令和元年

度から令和 5 年度までの主要な土石流災害で

は、土砂等の流入により家屋 2階部分まで被

害が及んだ事例が確認されています）ことか

ら、可能な限り上層階に避難場所を確保する

ことを基本とし、建物の窓や扉、シャッター

等から土石流等が流れ込み、被害が生ずる可

能性があることに留意するとともに、一定の

リスクがあることを施設職員や施設利用者は

事前に認識しておく必要があります。 

 

P36 

図には、大雨時に危険となるがけの下や小さ

な沢、浸水のおそれのある場所など、移動が

困難になる場所や移動にあたって注意すべき

箇所を明示すると良いでしょう。ハザードマ

ップ等には、避難経路となる道路のほか、浸

水常襲箇所や土砂災害の危険箇所等が記載さ

れている場合があります。こうした情報を参
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とともに、降雨時に施設周辺の排水状況や道

路を現地確認した上で、安全な避難経路を設

定しましょう。なお、その際、浸水しやすい

アンダーパスとなっている道路を避けること

が必要です。河川が氾濫していなくても、排

水ができずに道路が浸水することも考えられ

るため、可能な限り標高が高い道路を選択す

ることが望ましいといえます。 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P33 

避難開始のタイミングは、原則として、市町

村が「警戒レベル 3高齢者等避難」を発令し

た時です。ただし、施設利用者数が多い施設

や施設利用者の身体的な状況等により全員の 

避難完了までに多くの時間を要する場合は、

「警戒レベル 3 高齢者等避難」の発令を待つ 

ことなく、早めに避難を開始することが必要

です。逆に、屋内安全確保の場合において、

短 時間で避難が完了できる場合には、この限

りではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

考にするとともに、降雨時に施設周辺の排水

状況や道路を現地確認した上で、安全な避難

経路を設定しましょう。なお、その際、浸水

しやすいアンダーパスとなっている道路を避

けることが必要です。河川が氾濫していなく

ても、排水ができずに道路が浸水することも

考えられるため、可能な限り標高が高い道路

を選択することが望ましいといえます。 

 

P37 

また、山や丘の間を通る道路等、近辺に人

家等がない地域では、ハザードマップに危険

性が表示されていなくても、渓流沿いやがけ

地の近辺は、土石流やがけ崩れが発生するお

それがありますので、土砂災害警戒区域で表

示された箇所以外のリスクも含めて地形情報

等から土砂災害に対する安全性を確認し、適

切な避難経路を選定することも有効です。 

 

P37 

避難開始のタイミングは、原則として、市町

村が「警戒レベル３高齢者等避難」を発令し

た時です。ただし、施設利用者数が多い施設

や施設利用者の身体的な状況等により全員の

避難完了までに多くの時間を要する場合は、

「警戒レベル３高齢者等避難」の発令を待つ

ことなく、早めに避難を開始することが必要

です。特に、土砂災害については、積乱雲が

急速に発達する場合など予想が難しい状況で

は、レベル３土砂災害警報が発表されずにレ

ベル４土砂災害危険警報が発表となることが

想定されるため、時系列情報も確認し、早め

に避難を開始することが必要です。逆に、屋

内安全確保の場合において、短時間で避難が

完了できる場合には、この限りではありませ

ん。 
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P35 

図 11 避難に必要な設備の考え方（参考） 

 

P36 

表 11 避難に必要な装備品や備蓄品等の例 

 

P38 

 

写真 4 避難訓練の実施状況 

 

P42 

【着眼点】 

□雨量情報や洪水予報、河川水位情報、土砂

災害警戒情報等の防災気象情報、市町村から

の避難情報、その他避難に必要な情報を収集

するタイミング、収集する者、収集する情報

の種類、収集する方法を定めているか 

 

P42 

【着眼点】 

□「警戒レベル３高齢者等避難」の発令の目

安となる氾濫警戒情報及び大雨警報（土砂災

害）も避難開始の判断指標にしているか 

 

 

 

P46 

【着眼点】 

□洪水予報、土砂災害警戒情報等の防災気象

情報、市町村からの避難情報、その他避難に

必要な情報について、誰が、どうやって、何

を収集するか明確に記載されているか 

P39 

図 12 避難に必要な設備の考え方（参考） 

 

P40 

表 12 避難に必要な装備品や備蓄品等の例 

 

P42 

 

写真 4 避難訓練の実施状況 

 

 

 

 

P47 

【着眼点】 

□防災気象情報、避難情報、その他避難に必

要な情報を収集するタイミング、収集する

者、収集する情報の種類、収集する方法を定

めているか 

 

 

P47 

【着眼点】 

□警戒レベル３「高齢者等避難」の発令の目

安となるレベル３大雨警報、レベル３土砂災

害警報、レベル３氾濫警報、レベル３氾濫警

戒情報、レベル３高潮警報等も避難開始の判

断指標にしているか 

 

P51 

【着眼点】 

□防災気象情報、避難情報、その他避難に必

要な情報について、誰が、どうやって、何を

収集するか明確に記載されているか 
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P47 

【着眼点】 

□警戒レベル３「高齢者等避難」の発令の目

安となる氾濫警戒情報及び大雨警報（土砂災

害）や、避難指示の目安となる氾濫危険情報

及び土砂災害警戒情報についても判断材料と

して利用されているか 

 

P48 

１．洪水予報、土砂災害に関する情報等や避

難情報を入手するための方法が記載されてい

るか 

 

P48 

（新規） 

 

 

 

P49 

【着眼点】 

□洪水予報、土砂災害に関する情報等の避難

に必要な情報を収集及び共有するため、機器

の操作や作業に係わる訓練（情報伝達訓練）、

関連する教育が設定されているか 

 

P55 

避難確保計画に定めた施設内の避難先に施

設利用者を垂直避難させる訓練です。一般 的

には、施設職員や施設利用者、避難支援協力

者が参加して実施します。 

P59 

避難に必要なエレベーターや階段、スロー

プ、階段昇降機の点検やストレチャーや担架

等の装備品の確認、食糧等の備蓄品の確認、

施設外の避難先への持ち出し品の数量等を確

認するようにしましょう。不足している装備

品等があれば訓練前に可能な限り確保してお

くことが必要です。 

P52 

【着眼点】 

□警戒レベル３「高齢者等避難」の発令の目安

となるレベル３大雨警報、レベル３土砂災害警

報、レベル３氾濫警報、レベル３氾濫警戒情

報、レベル３高潮警報等を判断材料として利用

されているか 

 

P53 

１．必要な情報機器等を確保しているか 

 

 

 

P53 

【着眼点】 

□インターネット線等で情報を収集するため

に必要な機器や整備が確保されているか 

 

P54 

【着眼点】 

□防災気象情報や避難情報等の避難に必要な

情報を収集及び共有するため、機器の操作や

作業に係わる訓練（情報伝達訓練）、関連する

教育が設定されているか 

 

P60 

避難確保計画に定めた施設内の避難先に施

設利用者を上階へ移動させる訓練です。一般 

的には、施設職員や施設利用者、避難支援協

力者が参加して実施します。 

P64 

避難に必要なエレベーターや階段、スロー

プ、階段昇降機の点検やストレッチャーや担架

等の装備品の確認、食糧等の備蓄品の確認、施

設外の避難先への持ち出し品の数量等を確認

するようにしましょう。不足している装備品等

があれば訓練前に可能な限り確保しておくこ

とが必要です。 
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P63 

図 12 タイムラインの様式例 

 

 

P64 

図 13 タイムライン作成手順 

 

P68 

図 13 タイムラインの様式例 

 

P69 

図 14 タイムライン作成手順 

 

 


